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はじめに
　社会福祉法第24条には、社会福祉法人は、社
会福祉事業の主たる担い手として相応しい事業を
効果的かつ適正に行うため、自主的にその経営基
盤の強化を図るとともに、その提供するサービス
の質の向上及び事業経営の透明性の確保を図らな
ければならないと定められている。そして、同社
会福祉法では、同法の前身である社会福祉事業法
には定められていなかった内容として新たに、①
事業経営の基盤強化を図ること、②提供サービス
を向上させること、および③事業経営の透明性を
確保することを規定した。つまり、これまで施設
の運営に力を入れていた社会福祉法人が、法の改
正を境に利害関係者を考慮した経営にも力を入れ
るように求められたのである。
　しかしながら、この変革においても、社会福祉
法人の経営に関する議論は十分に行われなかっ
た。2003年以降から顕著となってきた社会福祉
法人の経営側の問題による不祥事が起こっている
ことからも、社会福祉法人の経営に関する諸問題
についての議論は一層必要なことであると考え
る。
　また、営利企業における経営に関する議論の中
では、1990年代以降から起こった不祥事の影響
により、企業統治への関心が高まり、経営学のみ
ならず経済学や法学といった観点からも議論が活
発に行われた。これは、欧米諸国の企業のみなら
ず、欧米とは異なる企業文化を持つ日本において
も、日本独自のコーポレート・ガバナンスを構築
することが迫られているからと考える。
　本稿は、このような問題意識のもとに、社会福
祉法人の経営をどのように方向付けるべきかコー
ポレート・ガバナンスの議論を中心に考察する。
ここでは、社会福祉法人のコーポレート・ガバナ
ンスのあり方を整理し、社会福祉法人の経営や社
会福祉法人を取り巻く公共性（社会的責任）を社会
福祉法人のステークホルダーの存在と合わせて考
えることにより、社会福祉法人独自のコーポレー
ト・ガバナンスのあり方を究明することとする。
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第１章　社会福祉法人における経営の透明性
第１節　経営の透明性確保に関わる制度の整備
　近年、社会福祉法人の経営改善の推進と社会福
祉法人の財務情報を中心に経営の透明性を確保す
ることについてステークホルダーからの要請が高
まっている。2000年の社会福祉基礎構造改革で
は、社会福祉法人の経営原則として、経営基盤の
強化、事業の質の向上及び透明性の確保が示さ
れ、財務諸表の閲覧等が法で定められた。しかし、
2013年の厚生労働省調査によると、ホームペー
ジ または広報誌のいずれかで財務諸表の公表を
実施した社会福祉法人は、全体の約40％程度1に
とどまるなど、利害関係者にとって実質的な透明
性の確保には課題も大きい。
　このような状況を踏まえて、2013年６月に閣
議決定された「日本再興戦略 ‒JAPAN is BACK‒」
では、「質の高い介護サービス等を安定的に供給
するため、社会福祉法人の財務諸表の公表推進に
より透明性を高めるとともに、法人規模拡大の推
進等の経営を高度化するための仕組みの構築」を
実施するとした。こうした議論を受けて、2014
年「社会福祉法人の認可について」の一部改正で
は、社会福祉法人が国民に対して経営状態を積極
的に公表して透明性が確保されるように、全ての
社会福祉法人は現況報告書並びに添付書類である
貸借対照表及び収支計算書について、インター
ネットを活用し、公表しなければならないことと
した2。
　利用者が、社会福祉法人の実施する福祉サービ
スを適切に選択するためには、福祉サービスの提
供者に関する情報等が適切に公開され、誰でも閲
覧できるようになっていることが必要と考えられ
る。そこで、2000年から現在までの社会福祉法
人の透明性の確保に係る制は、まず、2000年に、
社会福祉事業法等八法が改正された。この基準の
改正に当たって、社会福祉法人に対し、事業報告
書及び財務諸表（財産目録、貸借対照表、収支計
算書）について、福祉サービスの利用を希望する
者等から請求があった場合の閲覧を義務づけた。
同じく2000年に社会福祉法人審査基準が制定し
た。この制定では、法人の業務及び財務等に関す
る情報については、法人の広報やインターネット
を活用することなどにより自主的に公表すること
が適当である旨が通知された。
　そして、2002年に厚生労働省令等が改正され
た。この改正では、グループホームについて、自
ら提供するサービスの質の評価を行うとともに、
外部の者による評価を受けて公表をすることを義
務付けた（介護サービス外部評価制度）。続いて、
2006年には介護保険法等が改正された。この改
正では、介護サービス事業者に、介護サービス情
報を定期的に都道府県知事に報告し、都道府県知
事はその情報を公表することを義務付けた（介護
サービス情報公表制度）。併せて、指定小規模多
機能型居宅介護等については、自ら提供するサー
ビスの質の評価を行うとともに、外部の者による
評価を受けて公表をすることを義務付けた（介護
サービス外部評価制度）。
　2007年には社会福祉法人審査基準が改正され
た。この改正でも、2000年に社会福祉法人審査
基準が制定時と同様に、法人の業務及び財務等に
関する情報については、法人の広報やインター
ネットを活用することなどにより自主的に公表す
ることが適当であることが推奨された。そして、
法人の役員及び評議員の氏名、役職等の情報につ
いても同様の方法で公表することが望ましい旨を
追加した。
　そして、2012年に厚生労働省令等が改正され
た。この改正では、社会的養護関係施設（児童養
護施設、乳児院等）は、自ら業務の質の評価を行
うとともに、外部の者による評価を受けて、その
1  社会福祉法人19,810法人のうち、有効回答が得られた19,012法人についての集計結果。集計によれば、このうち
7,962法人が、ホームページ又は広報誌のいずれかで、財務諸表を公表しているとのこと。
2  「『社会福祉法人の認可について』の一部改正について」（2014年５月29日雇児発0529第13号、社援発0529第４号、
老発0529第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）。
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結果を公表することを義務付けた（福祉サービス
第三者評価制度）。つまり、2000年以降、請求が
あった場合のみ事業報告書及び財務諸表を公表
し、サービスについての外部評価を受けることを
一部義務化し、公表する際のツールとしてイン
ターネットを活用することが望ましい（任意）と
いうことである。ここまでが近年の経営の透明性
確保に関わる制度の整備である。
第２節　経営の透明性確保の現状
　2013年6月に行われた日本再興戦略（成長戦略）
閣議では、社会福祉法人の透明性の確保に関する
主な指摘として、医療・介護サービスの高度化を
目的とし、質の高い介護サービス等を安定的に供
給するため、社会福祉法人の財務諸表の公表推進
により透明性を高めるとともに、法人規模拡大の
推進等の経営を高度化するための仕組みの構築
や、地域医療介護連携のための医療情報連携ネッ
トワークの普及や展開をし、介護および医療関連
情報の見える化を実施することを決定した。
　そして、同日行われた規制改革実施計画閣議で
は、全ての社会福祉法人について、2013年度分
以降の財務諸表の公表を行うことが決定した。こ
の規制改革実施計画閣議の目的は、公表がより効
果的に行われるための具体的な方策について検討
し、その結論を得ることである。また、2012年
度の財務諸表についても公表を行うよう社会福祉
法人に周知させ指導し、それによる社会福祉法人
の取組みの状況について調査し、規制改革会議に
報告するという措置もとられた。
　所轄庁に対しても、所管する社会福祉法人の
2012年度の財務諸表について、所轄庁等のホー
ムページ等で公表を行うよう協力を要請し、それ
による所轄庁の取組みの状況について調査し、規
制改革会議に報告するよう通達がなされた。
　そして、2014年「社会福祉法人の認可について」
の一部改正では、前述したとおり、社会福祉法人
が国民に対して経営状態を積極的に公表し、透明
性が確保されるように、全ての社会福祉法人は、
現況報告書並びに添付書類である貸借対照表及び
収支計算書について、インターネットを活用し、
公表しなければならないこととした。つまり現在
は、全ての社会福祉法人は事業報告書及び財務諸
表を公表し、公表する際のツールとしてインター
ネットの活用のさらなる推進が求められている。
第３節　経営の透明性確保の課題
　社会福祉法人における経営の透明性の確保につ
いては、いまだ課題が残されている。2014年7月
4日の社会福祉法人の在り方等に関する検討会で
は、法人運営の透明性の確保について以下の表１
のような課題が指摘された。
　社会福祉法人の在り方等に関する検討会では、
法人運営の透明性の確保について、まず検討会の
現状認識し、①社会福祉法人の財務諸表等の公表、
②地域における活動についての公表、③都道府県、
国単位での情報集約、④経営診断の仕組みの導入
の４点について意見が交わされた。
社会福祉法人の財務諸表等の公表では、財務諸表
等の公表の義務化や財務諸表等の様式の統一化、
剰余金の使途・目的の明確化、定款・役員報酬規
程等の公表について、公表方法の明確化や利用者
に関心の高い内容の拡充を図ることへ重点的に意
見が出されたとみられる。
地域における活動についての公表では、地域住民
の理解を得ていくため、財務諸表等だけでなく、
法人の理念や事業、地域における公益的な活動等
の非財務情報についても財務情報と併せて、利用
者や地域住民にわかりやすく公表することを推進
すると営利法人での導入が進められている統合報
告の考え方が反映されていた。
　都道府県、国単位での情報集約に関しては、都
道府県や国で法人の財務諸表等を集約し、経営状
況を分析するシステムの構築を検討するべきとの
意見や社会福祉法人に対する補助金の額を公表す
ることを検討するべきと現在反映されていない情
報についての開示を求める意見が出された。
　経営診断の仕組みの導入では、客観的な指標を
用いた法人の経営状況の診断を行い、地域住民等
への説明責任や社会福祉法人の経営支援に資する
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表１　社会福祉法人の在り方等に関する検討会での検討結果
１当検討会の現状認識
（社会福祉基礎構造改革）
○2000年の社会福祉基礎構造改革によって、社会福祉法人には、福祉サービス
の利用を希望する者その他の利害関係者に対し、事業報告書、財産目録、貸借
対照表及び収支計算書を閲覧に供するよう義務付けられている。
（公益法人制度改革）
○その後、2006年の公益法人制度改革によって、公益社団法人・公益財団法人は、
一般市民に対し、事業報告書や財務諸表だけでなく、定款、役員名簿、役員報
酬規程の閲覧が義務付けられている。
○また、一般社団法人・一般財団法人、公益社団法人・公益財団法人は、貸借対
照表の公告（官報、日刊紙、電子公告による公表）が義務付けられており、大
規模法人（負債額200億円以上）では、損益計算書の公告も義務付けられている。
（財務諸表の公表状況）
○2013年５月に厚生労働省が社会福祉法人に2012年度の財務諸表の公表を要請
しているが、2013年７月末時点で、ホームページまたは広報誌のいずれかで公
表した法人は全体の52.4％、所轄庁における公表は9.7％にとどまっている。
○内訳を見ると、事業別では保育所の公表率が低く、所轄庁別では、一般市が
所管する法人の公表率が低い傾向にあり、比較的規模の小さい法人において取
組が進んでいない実情が窺える。
（社会福祉法人の情報公開
の基本的な考え方）
○社会福祉法人は公的性格の非営利法人であり、補助金や税制優遇を受けてい
る。地域住民等の信頼を確保し、活動に対する理解を深めるため、透明性の確
保は重要であり、法人に関する情報は個人情報に属するものを除き、すべて公
表していく必要がある。
２当検討会の意見
ア社会福祉
法人の財務
諸表等の公
表
（財務諸表等
の公表の義
務化）
○法人運営の透明性を確保するため、法人の運営状況や財務状況（以下「財務
諸表等」という。）については、2014年度以降（2013年度決算分以降）、全ての
社会福祉法人において、ホームページで公表すべきである。また、所轄庁にお
いても所管する法人の財務諸表等を全て公表するべきである。社会福祉法人の
財務諸表等の公表については、法律上の義務とすることを検討するべきである。
（財務諸表等
の様式の統
一化）
○国民に分かりやすく情報提供する観点から、法人によって公表項目に差が出
ないよう、財務諸表等の公表様式について、統一的に定めるべきである。
（剰余金の使
途・ 目 的 の
明確化）
○剰余金を具体的な使途もなく積み立てることは、事業の利益を社会福祉事業
や地域に還元する非営利法人としての使命が果たされている状態とは言えない。
剰余金については、目的を持った積立金として整理することや、積み立ての目
標や積立額について、法人が利用者や地域住民など広く国民一般に説明責任を
果たす仕組みを検討するべきである。
（定款・役員
報酬規程等
の公表）
○社会福祉法人は、公益法人の特別法人であるという位置付けであることに鑑
み、公益社団法人・公益財団法人において「閲覧」書類とされている定款や役
員名簿、役員報酬規程等について、社会福祉法人には「公表」を義務付けるこ
とを検討するべきである。
イ地域にお
ける活動に
ついての公
表
（地域におけ
る公益的な
活動につい
ての公表）
○社会福祉法人の情報公開については、地域住民の理解を得ていくため、財務
諸表等だけでなく、法人の理念や事業、地域における公益的な活動等の非財務
情報についても財務情報と併せて、利用者や地域住民にわかりやすく公表する
ことを推進するべきである。
ウ都道府県、
国単位での
情報集約
（都道府県や
国で集約す
るシステム
の構築）
○各法人や所轄庁で公表するだけでなく、都道府県や国で法人の財務諸表等を
集約し、経営状況を分析するシステムの構築を検討するべきである。
（補助金の額
の情報公開）
○都道府県や国で財務諸表等を集約するシステムを構築し、社会福祉法人に対
する補助金の額を公表することを検討するべきである。
エ経営診断
の仕組みの
導入
（経営診断の
仕組みの導
入）
○経営支援については、既に取組が実施されてきているが、法人経営の透明性
の確保のため、情報公開と併せ、客観的な指標を用いた法人の経営状況の診断
を行い、地域住民等への説明責任や社会福祉法人の経営支援に資する仕組みを
導入するべきである。
（出典）厚生労働省「社会福祉法人制度の在り方について」
(報告書)、http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000050216.html（平成27年１月10日参照）
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仕組みを導入するべきであるとしながらも具体的
な内容についての言及は控えている。今後、この
検討会での内容を踏まえて、社会福祉法人の情報
開示およびその開示内容の拡充が期待される。
第２章　社会福祉法人におけるケア・ガバ
ナンスの概念
第１節　コーポレート・ガバナンスとケア・ガバ
ナンス
　コーポレート・ガバナンスは、企業統治と訳さ
れ、組織マネジメントにおいては、法令順守（コ
ンプライアンス）を維持しながら、組織が円滑に
運営し発展するために備えられた、統治体制やそ
の仕組みを意味している。なぜ、ガバナンスのよ
うな仕組みが必要になるかというと、組織には
様々な利害関係者が参加しているため、事業目的
を決定し、事業計画を定め、業務遂行を監督し、
法令順守を維持する過程において、誰がどのよう
な権限を有し、責任を負うかということについて、
統制システムを整備することが不可欠となる。そ
のため、経営者は組織の内部統制を整備して、会
計記録の信頼性を確保するとともに、不正を未然
に防止するという重い責任を負っている。さらに、
株式会社では株主利益を重視したガバナンスが採
用されており、経営者の選回解任権や代表訴訟権
などの強力な権限が株主に与えられている。
　植竹（1999）によると、株式会社の株が少数
の出資者の株主から多数の株主に分散化されるこ
とにより、所有と経営とが機能的・人格的に分離
することにより、コーポレート・ガバナンス問題
が形成される3。こうした問題は、金井ら（1997）
によるとバーリ＝ミーンズが定義した、近代株式
会社をモデルに所有と経営の分離を明らかにした
所有と支配論が基本的理論となっていると考えら
れているが、この場合ステークホルダーの声を反
映した問題まで踏み込んでいない限界があるとい
う指摘がある4。その後1990年代に入り、一般企
業、特に株式会社におけるコーポレート・ガバナ
ンスの問題は非常に活発な論議がされている。日
本では、企業犯罪や金融機関の不祥事が明らかに
なった1990年代から、ガバナンスの制度として
この様な問題に対する企業の資質が深く議論され
ることとなった。
　ガバナンスのあり方を問うということは、企業
経営そのもののあり方を問うことを意味してい
る。すなわち「企業を効率よく経営するためには
①いかなる経営意思決定システムを構築するか、
②その意思決定をいかに牽制するか、③多様なス
テークホルダーの相互間で、どのように権限と責
任を分担し、どのように経営成果を配分すべきか」
にかかわる問題として捉える必要がある5。
　様々な議論の収束を経て、日米欧各国のガバナ
ンス問題の相違は一層顕著となることにより、公
正かつ効率的な運営システムを構築し、経営者が
不公正かつ非効率的な運営の遂行をチェックない
しモニタリングしていくシステムも合わせて構築
していくことを提言している6。また、そうした
チェックシステムのあり方が自浄能力と競争力を
兼ね備えた「健全で強い企業」を育成し創出する、
コーポレート・ガバナンス改革の基本的課題であ
り7、日本モデルの構築が叫ばれており、この問
題に関してのさらなる検証が待たれている。
　それに対して、社会福祉法人を含めた非営利組
織では、アンソニーとヤング（1980）8によると、
所有者たる株主が存在せず、多くの経営者（理事）
は無報酬または少額の報酬であり、経営能力より
も政治的や財政的な理由で選任されることが少な
くないため、株式会社よりもガバナンスの構造が
不明確になる傾向がある。また、財産権をともな
う株主による出資とは異なり、寄付者や会員が払
3  植竹晃久「現代企業のガバナンス構造と経営行動」一植竹晃久・仲田正機編著、『現代企業の所有・支配・管理一コー
ポレート・ガバナンスと企業管理システム』、ミネルヴァ書房、1999年、6頁。
4  金井一頼・岩山智「経営戦略と社会」大滝精一・金井一頼・山田英夫・岩田智『経営戦略』、有斐閣、1997年、52頁。
5  同上、15頁。
6  植竹晃久「現代企業のガバナンス構造と経営行動」一植竹晃久・仲田正機編著、『現代企業の所有・支配・管理一コー
ポレート・ガバナンスと企業管理システム』、ミネルヴァ書房、1999年、18頁。
6　　神奈川大学大学院経営学研究科『研究年報』第19号　2015年3月
い込んだ財産は非営利組織に帰属することになる
ため、資金提供者は団体に対して払戻しや分配の
請求権を持たない。したがって、ミラー（2002）
によると、非営利組織によって実施された事業が
自分の意図に反するとしても、寄付者や会員が理
事の責任を追及することは容易ではない9。次に、
これまで述べてきたコーポレート・ガバナンス論
を基にして社会福祉法人独自のケア・ガバナンス
について考察する。
第2節　ケア・ガバナンス導入の必要性
　日本における社会福祉ニーズは急速に拡大して
おり、この傾向は将来にわたって継続するものと
見込まれている。高齢化が他国に前例のないス
ピードで進展しており、総人口に占める65歳以
上人口の割合（高齢化率）は、2010年の23.0％
10から、2035年には33.4％、2050年には38.8％
に達すると推計されている11。その結果、高齢者
介護に対するニーズはますます大きくなることが
想定され、高齢者介護サービスを安定して提供し
続けるための体制構築は、早急に取り組むべき課
題となっている。またその一方で、子供の絶対人
数は減少を続けているものの、働く女性の増加に
伴い保育ニーズは増大していることも我が国にお
ける課題となっている。
　戦後社会における社会福祉サービスは、1990
年代以降、措置から契約へというシステムの転換
12があったが、原則として公的財源を基礎に提供
されてきた。しかしながら、公的債務が１千兆円
を超える状況において、公的財源に大きく依存し
て社会福祉サービスを提供し続けることが難しく
なりつつあり、民間資源の有効活用と社会保障費
の抑制が急務となっている。一方、都市化と核家
族化、少子高齢化の急速な進展、経済的および社
会的格差の増大といった社会環境の構造的な変化
に伴い、福祉ニーズは増大しかつ多様化している。
　こうした状況に対応するため、社会福祉サービ
スの提供主体として民間法人の参入が進められて
おり、今後より一層、民間による自由な競争を促
す政策対応が進むことも考えられる。このような
環境下において、これまで公を支える担い手で
あった社会福祉法人にも変化が求められている。
制度面の対応として、特に資金の弾力運用を促進
する施策が取られてきた。介護報酬については原
則として使途制限は設けられておらず、措置費や
育所運営費についても法人本部の運営費等に充て
ることが可能となるなど、大胆な規制緩和が実施
された。
　また、「社会福祉法人経営の現状と課題」13に
よれば、社会福祉法人経営のあり方について、施
設管理から法人経営へ転換し、新しい参入と退出
のルール14を確立するとともに、効率的で健全な
法人経営を可能とするガバナンスの確立が必要で
あることが指摘されている。さらに、長期・安定
的な資金を確保するための、先を見越した経営が
うたわれている。同報告書によれば、そのような
経営は、従来の施設単位の規制と助成に規定され
た経営ではなく、法人単位の自立（自律）と責任
が伴う経営と位置付けられている。
第3節　ケア・ガバナンスの構築
　社会福祉法人のガバナンス論は、まず社会福祉
7  寺本義也・坂井種次「新版日本企業のコーポレートガバナンス』、生産性出版、2002年、13頁。
8  Robert Newton Anthony, Regina E. Herzlinger (1980), Management Control in Nonprofit Organizations, R. D. 
Irwin.
9  Miller Judith L.(2002)The board as a monitor of organizational activity: The applicability of agency theory 
to nonprofit boards, Nonprofit Management and Leadership,vol.12 ,no.4,pp.429‒449.
10 総務省平成22年国勢調査。
11 「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）の出生中位・死亡中位仮定におけ
る推計結果。
12 照屋行雄、平田沙織「社会福祉法人会計の構造と課題」『国際経営論集47号』、神奈川大学経営学部国際経営学会、
2014年、12頁。
13 全国社会福祉協議会社会福祉法人経営研究会。
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法人は営利企業のように自由に企業経営を行えて
いるかどうかという問題が明らかにされる必要が
あると考える。これまで、社会福祉法人は措置費
制度のもと運営を行ってきた。そのため、事業計
画の作成は、社会福祉施設ごとで画一化していた。
利用者のために制度外の運営を行った場合は、監
督省庁からの指導により、法人の運営そのものが
法律内での運用になるよう修正を迫られることが
多かった。それらの諸問題が2000年4月の介護保
険制度導人後施設側で自由裁量となったが、別の
問題が様々な場面で明らかになってきているので
ある。
　山本（1998）は、「これまで行政委託によるサー
ビス提供である時は、利用者は行政の向こう側で
あったが、契約制度では利用者が行政の前に出て
くるので、その結果、これまで以上に苦情提訴、訴
訟等の法律行為が発生し、従来の行政の防波堤と
いうものがなくなって、苦情の応酬が直接行われ
ることから、問題の軽重にかかわらず時には感情
問題とか意地の張り合いに発展しかねない」とい
う懸念を示していた。つまり、これまでは役所の窓
口で全て処理されていたものが、導入後は直接的
に個人と施設との相対契約となるため、直接利用
者とのやり取りになる分、良いことも悪いことも
全て施設側が関わっていくことになるのである。
　経営を考える上で重要なことは、顧客サービス
満足度を上げることであり、顧客サービス満足度
を上げるためには顧客のニーズの反映や分析が必
要であることは、サービス業としては基本のこと
である。しかし、市場が寡占の状態にあって、売
り手側の供給不足では、顧客サービス満足度のた
めのサービスが向上するためのサービス競争と
いったことは難しい。そのような状況下におかれ
た福祉施設の経営者たち（特に、高齢者福祉施設
の経営者たち）は、顧客ニーズに応えサービスを
向上させるための投資などをすることをないがし
ろにし、利益追及に走ることが予想される。
　杜会福祉法人は、これまでの福祉行政主導型か
ら、社会福祉施設経営へのガバナンスの転換問題
を迎えるであると捉えるならば、純粋の市場競争
原理に基づく統治とは捉えきれない側面を持つ
が、利用者がサービスを満足に受けられない現状
は、企業経営として成り立っているのかどうかが
問われざるを得ない。この件に関する検証作業は
別の機会に行いたい。
　それでは、社会福祉法上での社会福祉法人のガ
バナンスとは何であるか。この問題に対して、社
会福祉法人をガバナンスの視点で論議されたもの
は、これまで見当たらない。ただし、近似の問題
として、近年になり非営利組織としてのガバナン
ス問題の論議15が出てきている。また、社会福祉
法人に並ぶ非営利組織である医療法人についてガ
バナンス問題の論議16が行われ始めている。しか
しながら、社会福祉法人という各論に落とした議
論はほとんど見られない。社会福祉法人にガバナ
ンスは必要だという議論がありながら、提供サー
ビスの質の向上や事業経営の透明性にまでに結び
ついていないようだ。
　論義の不徹底さが起きるのは、明らかに社会福
祉法人の経営問題を、経営の責任者である法人理
事等の当事者に押し付けていることに起因すると
考えられるのではないだろうか。また、その事が
不祥事などの問題を引き起こしている原因の一つ
ではないかと考える。
　次章では、社会福祉法人のガバナンスとは何か、
特にステークホルダーの関係と理事会を中心に述
べ、ガバナンスの問題点を探る。
第3章　ケア・ガバナンスの役割
第１節　社会福祉法人におけるステークホルダー
　社会福祉法人のような非営利組織の場合、ス
テークホルダーを定義することの重要性は企業の
14 退出の要件としては、①法令遵守（コンプライアンス）の点で問題がある場合と、②質の低い経営を行う場合が挙
げられている。
15 ドラッカー（1991）など
16 内田亨（2002）小島愛（2008）、藤岡英治（2013）など
8　　神奈川大学大学院経営学研究科『研究年報』第19号　2015年3月
ミッション（使命）を具体化するために必要不可
欠であることは多くの研究者が述べている17。ス
テークホルダーとは、従業員、消費者、取引先と
いったものがあるが、これらは主として市場を通
した関係で狭義のステークホルダーと捉えられ、
地域コミュニティー、政府および地方自治体、メ
ディア等は非営利的な関係にあり広義のステーク
ホルダーと捉えられている。
　狭義のステークホルダーは、一般的に企業のス
テークホルダーとほぼ同じであると考える。広義
のステークホルダーは法人の外部との関わりであ
るものがほとんどであるが、その中で政府および
地方自治体は、他の広義のステークホルダーとは
異なった働きがあると考えられる。それは、一般
企業の場合と異なり直接的に経営に関与する場合
が多いからである。いわば行政の場合、広義のス
テークホルダーの位置づけにもかかわらず、その
機能は直接的にも間接的にも社会福祉法人の経営
に関わりをもち、法人経営に複雑さをもたらして
いる。
　たとえば、自治体が設立の施設がある場合、理
事や管理職が自治体職員であることが多く、外部
のステークホルダーというだけでなく、内部のス
テークホルダーとして関わることになる。また、
法人や施設の設立時における資金調達先として自
治体がある場合、その組織の意思決定や行動に対
する自治体からの影響もある可能性がある。さら
に、法人の許認可、行政監査、解散命令等の権限
を持っており、法人経営に関する影響は大きい。
これらを踏まえ、社会福祉法人のマネジメントを
行う上で意思決定に深く関与している狭義のス
テークホルダーの出資者と役員について、法人組
織の運営維持にステークホルダーの果たす役割を
述べてガバナンス構造を明らかにしたい。
（1）出資者の役割について
　社会福祉法人において一般企業でいう資本金と
いう概念は確認できない。定款上の基本金がそれ
に近いと考えられるが、自己増殖する資本金では
なく単なる出資という概念の範囲を超えるもので
はない。また、出資金は寄付金であるため、企業
活動による見返りや報酬といったものや配当と
いった概念はないと考えられるため、いわゆる株
主と呼ばれる第三者の存在もないといえる。ここ
が非営利性が存在しているという根拠になってい
る。もともと社会福祉法人設立のベースには篤志
家が想定されている。つまり、最貧困層に対して
富裕層が資金や土地を提供して救済する貧困救済
という考え方で、提供した資金および土地はその
法人に帰属するが、その行為に対して周辺から名
声や有力者、名士といった称号を得る見返りがあ
るだけである。また、仮に法人を解散した場合、そ
の出資金や不動産などの資産は一切出資者の手元
にもどらず、国庫に帰属することとなっている18。
ここで公益性が保たれている。
　このように、株式会社にとっての出資者である
株主と社会福祉法人にとっての出資者では意味合
いが全く異なる。このことは、法人経営者にとっ
ては出資者の影響を受けることなく様々な経営展
開ができる長所を持つ反面、会社と株主の関係の
ように外部から経営陣の監視や経営責任を追及す
るようなことは出来ないことから、経営の透明性
を十分に保つことができない。
（２）役員の役割
　社会福祉法人における役員とは理事（理事長含
む）、監事、評議委員の三者のことである。ここ
では、この三者の役割を述べていきたい。
　まずは、理事の役割と選任基準について述べる。
社会福祉法では理事定数は3名以上（第36条）と
なっているが、社会福祉法人審査基準によると理
事は6名以上の定数となっている。理事に親族等
の特殊な関係にある者19が就任する場合は、理事
定数により異なるが、1 ～ 3人に数が制限されて
17 代表的なものとしてドラッカー（1991）など
18 合併の場合のみ存続法人に承継され、帰属することになる。
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いる。理事の選任は理事会に委ねられており、理
事総数の3分の3以上の同意を経て理事長が委嘱
することになっている。
　理事会については次章で詳細を述べるが、この
理事会が社会福祉法入の最高意思決定機関であ
り、それに参加出来る理事が法人の最高意思決定
者なのである。定款第5条には、「法人の業務の
決定は、理事をもって組織する理事会によって行
う」ことになっている。「日常の軽易な業務は理
事長が専決」（同条）する以外の業務執行はすべて、
理事会の決定に従わなければならないのである。
その議決権を理事が有しているため、理事は法人
経営の責務を負っているのである。そして、社会
福祉法人の理事形態は次の3種類にまとめること
が出来ると考える。①同族とその周辺出身理事の
形態、②出資者と自治体出身理事の形態、③それ
以外の理事の形態である。
　社会福祉法人の理事は、上述したように法人の
設立に対しての貢献度から、他の特別法人理事、
例えば学校法人や宗教法人に比べて社会的貢献度
が高く、出資者の節でも述べたように社会福祉法
人の理事は名誉職で、地域の名士としての意味合
いが強いのが現状である。しかしながら、社会福
祉法人としての事業目的を遂行するために、社会
福祉法人の理事に対する責務が出資者としてだけ
ではなく、法人経営の非常に重要なポジションを
占めることになってきたのは前述したとおりであ
り、その役割によって理事の存在はステークホル
ダーとしての重要な意味を持ち始めたと考える。
　次に、監事の選任基準と役割について述べる。
社会福祉法人には、一般企業の監査役と同様の監
事の設置が義務づけられている。社会福祉法第
36条ではその定員数は1名以上となっているが、
社会福祉法人審査基準によると理事同様に2名以
上の定数となっている。社会福祉法第40条には、
監事の職務内容として、次の事項が規定されてい
る。
　財務諸表監査に関しては公認会計士による監査
は義務化されていない。これは、措置時代に行政に
より財務監査が行われていたことに起因する。し
かし、保険収入を主たる財源にする事業には、行政
による会計監査が行われなくなるため、公認会計
士による監査が必要になると考える。守永（2000）
は現況とあまり変わらない監査業務に関して内部
監査を行い、通帳や利用者の預かり金に関しては
慎重な取り扱いをするよう警告している20。
　最後に、評議委員会の意義と役割について述べ
ておく。評議委員会は、社会福祉法改正により措
置制度の管理下におかれている社会福祉施設、児
童福祉施設単独の法人以外は必ず設置することと
なった。これは福祉サービスの提供に、より透明
性を持たせることを意味する。要綱によると「原
則として諮問機関とし、法人業務の決定に当たり
重要な事項について、理事会での決定に先立ち評
議委員会の同意を得ることが必要である」とあり、
理事会だけでの決定で法人業務の遂行をすること
に規制を設けた。
第２節　ステークホルダーとガバナンス
　第１節では、社会福祉法人におけるステークホ
ルダーを定義し分析した。次にガバナンスとして
の機能である利害調整機能を述べる。若林（1999）
は、「それぞれのステイクホルダーの利害や当該
組織への態度はどのようなものか、分析する必要
がある」21として、もし苦情なり不平がもたれて
いるならば、その問題が各ステークホルダーに
とって重要なことなのか、それとも些細なことな
のか、どういう影響を与え、事業に対して深刻
な損害を与えるものなのかといった評価を行い、
マーケティングを再構築しなければならないと述
べている22。
　こうした観点から、社会福祉法人とステークホ
ルダーとの関わり方について検討していくと、特
に関係構築に重要なのは利用者との関係である。
19 三親等以内とされている。同族のものに対する言及もあるが、こちらは法的規制がない。
20 守永誠治「社会福祉施設の監査」、『青山経営論集』（青山学院大学）、第35巻第3号、2000年。
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ステークホルダーは施設に対して基本的には好意
的な関係にあるが、そうではない関係になること
もある。施設を良くしたいという観点での苦情は、
より施設サービスを向上させることになるので問
題ない。しかし、苦情に対して適切な対応を取れ
ないと施設や法人、さらには従業員に対して法的
に問題とされるケースもある。この様なケースを
調整する場として、社会福祉法人は苦情処理委員
会を設置するよう努めることとしている23。
　次に留意しておかなければならないのは、法人
と従業員との関係である。これは、雇用者と被雇
用者の間柄であるため直接的な利害が発生する。
特に利害が衝突しやすい問題として、事業活動の
再配置を巡る賃金調整問題がある。実際に介護保
険導入に際し、雇用側があまりにも一方的に賃金
の引き下げを断行したため、労働組合を発足させ
たケースがある。また、残業代未払いを数年に渡り
行った社会福祉法人の理事長が逮捕されたケース
もあり、これらは経営者側が利害調整を失敗した
典型的なケースとなっているが、ガバナンスの機
能不全の典型的なケースとして考えられよう24。
　一方、直接経営者との利害調整が迫られるス
テークホルダーがある。出資者、役員、地方自治
体がこれに当たる。調整機能として理事会での議
決権があるが、出資金の範囲によって立場が変わ
るため、利害の調整役は理事長とされている。
　金融機関との取引においても、担当理事が窓口
となった場合でも、理事長が最終的な調整機能を
担うことになる。また、財務内容の情報公開に関
しても、情報が利害関係者にとって容易に入手出
来るようになったため、モニタリング機能として
の役割をこのステークホルダーが担い始めたと考
えられる。このように、多様な利害対立について
の調整は必須であり、その調整において重要な役
割を果たしているのが経営者である25。社会福祉
法人とステークホルダーについての研究は始まっ
たばかりであるため、今後継続的な検討が必要と
考えられる。
第3節　理事会のガバナンス機能
　社会福祉法人において理事会は、既述のとおり
日常の軽易な業務以外の業務、予算や決算、役員
人事、大規模工事の発注、大型物品の取得、借入
金の実行などを決定する最高意思決定機関として
位置づけられている。評議員会の諮問を経た議案
を理事総数の三分の二以上の同意を得て理事会で
法人の業務が決定されている。
　しかし、これまでの理事会の機能は、施設の経
営もしくは運営を監視するような働きが不十分で
あるとの指摘があった。なぜなら、措置制度のも
と競争がない中で、決まった収入を決まった使い
道で年度ごとに使い切ることが優れた施設である
と評価されていたため、特段一般企業のような経
営の努力をしなくても施設の運営を行うことがで
きたからである。しかし、昨今の介護保険制度の
制定や社会福祉構造改革に伴う法改正によって、
自己責任と経営努力が各法人に責務として求めら
れ、これによって経営者の意識改革が必要となり、
これまでとは異なる理念や経営手法が必要となっ
た。そのため、理事会の機能強化ということが重
要視されてきたのである。
　ドラッカー（1991）は「リーダーシップを正
しく発揮する強力な理事会をもつ機関とはすなわ
ち、最高経営執行責任者（CEQ）が、理事にふ
さわしい人物を自ら見つけ出してくるだけでな
く、彼らをチームとして機能させ、彼らに進むべ
き方向を示すために懸命に働いているような機関
である」26と述べ、理事会を有効に機能すべきこ
21 若林靖永「非営利・協同組織のマーケティング」角瀬保雄・川口清史『非営利・協同組織の経営』、ミネルヴァ書房、
1999年、157頁。
22 同上。
23 介護保険施設は、施設内に苦情処理委員会を設けることが義務づけられている。
24 その他にも、内部留保が数億円もあるが、職員の給与水準が他施設に比べ低いため、組合問題へ発展し、社会福祉
施設としては全国でも異例のストライキが起こった事例は記憶に新しい。
25 金井一頼・岩山智「経営戦略と社会」大滝精一・金井一頼・山田英夫・岩田智『経営戦略』、有斐閣、1997年、281頁。
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とを説いている。そしてその理事会を構成する理
事に対して、「理事職は権力を意味するものでは
なく、責任を意味するものである」27と述べ、理
事会を政治的野心達成のための踏み台にしたりせ
ず、理事職としての責務を果たすべきであると述
べている。
　しかし、実際のところ上述のように理事にふさ
わしい人物を見つけ出すことや、進むべき方向を
示すために働く人を見つけ出すのは非常に難し
い。確かに法人理事職が、地域の理事職が名士や
名誉職といった形骸化した位置付けになってし
まっているため、ドラッカー（1991）の述べる
ような「政治的野心達成のため」28だけに理事職
を奉職しているとは限らない。理事会の機能を考
えた場合に、理事長および理事職が他職種との兼
務でどれだけ理事会でリーダーシップを発揮でき
るのか、また、法人経営および施設経営に責任を
持てるのだろうか疑問が残る。
　この疑問に関して、小室（1999）は「医療法
人、株式会社と競合する社会福祉法人については、
会計システム、労務システムともに限りなく民間
に近いもの」29にして、競争力を高め「本格的な
経営マネジメント」の能力をつけるためにも、理
事長職のほかにCEOをおく必要性を述べている。
これは上述したドラッカーと全く同じ主張であ
る。CEOを法人理事会内におき、運営面と経営
面での判断を分離し、経営全般に責任を持つ責任
者を設置することにより、理事や監事の経営責任
を軽減できると考える。
　社会福祉法人は、これまでの価値観では施設経
営は成り立たなくなってきている。しかしながら、
理事長職に地域の名士や実力者が就任すること自
体は地域福祉活動を行う上で、重要な存在である
ことは否定できない。地方部の多くの法人では、
一人の人間が社会福祉協議会の理事長も務め、社
会福祉法人の理事長を務め、そして本職の企業の
代表取締役を務め、中にはさらに町議会議委員か
議会議員を兼務している状態もある。これは、上
記の選任基準に該当する人物がいないのが一つの
原因となっている。実際に、経営者や理事による
判断が必要な社会福祉事業を行う場合には、事業
を同時並行するのが推奨される。
　社会福祉法人の運営と経営を分離し、理事会機
能を有機的に活動させるためにも、このCEOの存
在が必要と考える。上記に述べたように、理事に
しても監事にしても経営感覚の有無が法人の存続
を決めると言って過言ではないと考えるが故に、
早急に柔軟な制度を構築することが社会福祉法人
のケア・ガバナンスの発展につながると考える。
おわりに
　社会福祉法人は、公益性の高い法人であり、国
民に対して経営状態を公表し、経営の透明性を確
保していくことは、その責務である。また、社会
福祉法人の情報は、福祉サービスの利用を希望す
る者にとって、サービスを選択する上で重要な判
断材料となるため、ケア・ガバナンスに基づいて
経営等の透明性を確保することが重要である。先
行研究を基に、ケア・ガバナンスを定義するなら
ば、「介護福祉事業者（本稿では特に社会福祉法
人）が、社会に対して、介護福祉サービスのクオ
リティを高めることを目的として、介護福祉に関
わる内外の利害関係者の利害調整、コンプライア
ンス、アカウンタビリティなどを監視する管理体
制を構築すること」と位置付けることができる。
　さらに、会計処理が不適切な法人や、会計処理
ができても、経営状態を適切に判断できない法人
も存在するなどの問題点が指摘されている。福祉
サービスの利用を希望する者等が、経営破綻等に
よりサービス利用に影響を及ぼすことを回避する
ことから、財務諸表の公表による経営の透明性の
確保と併せ、会計技術向上の取組みや透明性の確
26 P．F．ドラッカー（上田惇生、田代正美訳）『非営利組織の経営』、ダイヤモンド社、1991年、198頁。
27 同上、199頁。
28 同上、198頁。
29 小室豊允（1999）「小室豊允の実践的福祉経営社会福祉基礎構造改革と施設経営戦略」、筒井書房、7頁。
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保を目的とした経営改善のための仕組みの導入が
急がれている。
　このように、社会福祉法人経営をおこなう上で、
ケア・ガバナンスに基づく理事者および監事の経
営参画と責任ある行動は、公益法人としての存在
意義を確立するだけでなく、顧客である利用者に
対して、福祉サービスの質の向上へとつながって
いくと考える。今後も、社会福祉法人のガバナン
スについての継続的な研究が求められている。
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